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今週のキーワード  薬 の 履 歴 を 記 録 す る 「 お 薬 手 帳 」 の 補 完 の 役 目 が 、 ス マ ホ や パ ソ コ ン で 管 理 す る

「電 子 お薬 手 帳 」。「お薬 手 帳 」は薬 局 や薬 剤 師 会 などが発 行 し、主 にＡ6判 サイズ

の手 帳 。病 院 で処 方 された薬 の名 前 や量 、服 用 回 数 などを記 録 する。異 なる医 療

機 関 に か か っ た 場 合 で も 薬 の 重 複 や 不 適 切 な 飲 み 合 わ せ を 防 止 す る 。 薬 局 は 処

方 薬 を渡 す際 に調 剤 情 報 も手 渡 すので、患 者 が自 分 で手 帳 に貼 り付 けたり メモす

る 。 し か し 紙 の 手 帳 は 持 っ て い く の を 忘 れ る と 、 調 剤 情 報 を 後 か ら 記 録 す る の に 手

間 がかかる。 

電子お薬手帳 

※配信先の変更、配信停止のご希望はお手数ですが Tel.03-3216-2004 または info@knowsi-land.jp までご連絡ください。 

経産省、2014年度税制改正を要望
設備投資減税など成長戦略関連中心 

 

経済産業省はこのほど、2014年度税制改正に関す

る要望を公表した。政府・与党は、2014年度税制改

正を２段階で行い、今秋にも成長戦略第２弾として

設備投資減税を前倒しで実施する考えだが、経産省

の税制改正要望も、(1)生産性向上を促す設備等投

資促進税制の創設、(2)事業再編を促進する税制の

創設、などといった成長戦略関連の項目が中心とな

っている。 

経産省は、今後３年間で国内設備投資額年間約70

兆円への回復を目指しており、「生産性向上を促す

設備等投資促進税制」は、先端設備の導入、生産ラ

インやオペレーションの刷新・改善など「質」の高

い投資について、即時償却・税額控除等の税制措置

を講ずる。対象設備は、先端的な「機械・装置」に

加え、生産性向上に資する「ソフトウェア」、「器

具・備品」・生産ラインやオペレーションと一体と

なった「建物」なども対象とする。 

「事業再編を促進する税制」は、自社の事業部門

を切り出し、他社の事業部門と統合することで、規

模の拡大や技術の補完による新市場展開・競争力強

化の実現を目指す企業の課税負担の軽減措置を講

じる制度の創設を求める。 

そのほか、研究開発税制の増加型上乗せ措置の控

除率を現行の５％から30％に引き上げるなど拡

充・延長、また、中小企業の生産性向上を促すため、

中小企業投資促進税制におけるソフトウェアや関

連設備等に係る特別償却率を現行の30％から即時

償却に、税額控除を現行７％から12％への引上げ等

の拡充を要望している。 

電子お薬手帳、新方式で個人情報保護
実名公開には「許容できない」57.3％ 

 

「電子お薬手帳」の利用を加速させた契機は東

日本大震災だった。多くの避難者の服用歴の特定

は困難をきわめた。しかしお薬手帳（紙製）や携

帯電話所有の人には処方できた。薬局は紙製と電

子の両タイプを所有して万一に備えるようにと、

より安心生活を勧めている。 

一方で、2013年版の情報通信白書（総務省）に

よると、個人情報について、日本では公開に慎重

な人が多いと指摘した。日米英韓など6カ国で「第

三者への実名公開を許容できるか」とアンケート

調査をしたところ、日本は「許容できない」人が

57.3％に達し最高だった。 

今年、JR東日本がスイカ（ICカード）の利用者

情報を匿名化して外部に販売した際、一部の利用

者が反発するなど個人情報の取り扱いに対する

懸念が大きいという事変が起こり、ICカード全盛

時だからこその、業者側の無神経な取り扱いに利

用者は常に警戒の目を光らせている。 

そこへ8月、ソニーは個人情報と利用データを

離し、個人情報を残さない新しい情報管理システ

ムを開発した。購買履歴など分析に使う情報だけ

を取り出し個人情報保護に配慮した。 

総務省は個人の購買履歴などの膨大な情報を

フル活用した場合、年間7兆7700億円の経済効果

が見込めると試算しているくらい、企業側にとっ

てビッグデータは垂涎の的なのだ。ともあれ電子

版は紙製の短所を補うため無料だが、情報管理は

自己管理と同義語である。 

税務会計 Ｆ    Ｐ 

発 展 を 目 指 す 企 業 家 の た め の 経 営 指 南 役 
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